
議 会 改 革 検 討 委 員 会 日 程（第９回） 

平成２８年８月２５日（木） 

午後１時 ６０１会議室 

１ 検討課題の協議 

 (1) 常任委員会の所管局の見直し 

 (2) 特別委員会の設置 

 (3) 委員会資料の事前配布の検討 

 (4) 委員会への資料提出のあり方 

２ その他 
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議会改革検討委員会 横浜市会視察報告（概要） 

視察日：平成２８年７月１４日（木） 午後３：００～ 

出席者：橋本勝委員長、吉岡俊祐副委員長、青木功雄委員、

浜田昌利委員、岩隈千尋委員、井口真美委員（代理） 

随 行：小泉議事課長、柴田議事課担当係長、浅野政策調査

課書記 

〔調査事項に対する回答〕（横浜市会資料抜粋）

○特別委員会設置の経緯・歴史 

→政治的活動を主体とした実行運動並びにそれに付随する調査及び研究を行うためと

して、昭和２２年から「特別市制促進実行委員会」等の実行委員会が設置されていた

が、昭和６０年５月１３日に実行委員会を廃止し、「大都市制度特別委員会」等の特別

委員会が設置された。また、時限的な付議事件をもって設置された特別委員会として

は、昭和２４年以降、「市庁舎対策特別委員会」等が設置されている。 

○特別委員会設置の発議 

→市会運営委員会申し合わせ・確認事項により、「委員会の見直し及び役員の改選は、

常任委員改選時に併せて行う。」とされており、第２回定例会初日の役員改選に向けて

行われる市会運営委員会及び同理事会で協議されている。 

○会派構成、定数の考え方 

→全議員がいずれかの特別委員会に所属する例となっており、各委員会が均等となるよ

う、１４人か１５人の定数としている。各委員会ごとの定数は、市会運営委員会及び

同理事会での役員改選に向けた協議の中で協議される。 

○正副委員長の選出方法 

→役員改選に向けた協議の中で、常任委員会と同様、会派所属議員数によるドント式に

より正副委員長のポスト取りを行っている。 

○特別委員会の所管、調査事項の決定方法 

→特別委員会の名称、付議事件等は、役員改選に向けた協議を経て特別委員会設置議決

として議決される。その年度において付議事件についてどのように調査・研究を行う

かは委員会の協議で決定する。 

○特別委員会の設置期間 

→特別委員会の設置議決では、設置期間は調査終了までとしており、原則、議員任期の

４年が期間となるが、改編等の必要があれば役員改選にあわせて協議される。なお、

市会運営委員会申し合わせ・確認事項により、「委員会の見直し及び役員の改選は、常

任委員改選時に併せて行う。」とされており、毎年第２回定例会初日に特別委員会設置

を議決している。 
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○常任委員会とのすみ分け、役割分担 

→市会運営委員会申し合わせ・確認事項では、特別委員会は「付議事件の調査・研究を

目的として、委員間の意見交換、事例視察や参考人意見聴取(学識経験者)などを行う。」

「議案、請願、陳情等の付託は行わない。」とされている。なお、市会運営委員会申し

合わせ・確認事項では、「特別委員会で審査された案件については、原則として該当局

から関係常任委員へ情報提供を行うものとする。」とされており、特別委員会における

議論が常任委員会で報告されることもある。 

○議会開会、閉会中の活動状況 

→第２回定例会以外は、特別委員会の開催日程枠が会期日程に組み込まれており、委員

会や視察等が行われている。第２回定例会は会期枠外ではあるが、閉会後すぐに初回

の特別委員会開催日程枠が設定されている。定例会の会期中は、特別委員会の開催日

程枠以外の日に特別委員会が活動することは原則としてない。このほか、最終委員会

が４月下旬に開催されるほか、随時、閉会中に委員会や市内外視察、行政視察等が行

われる。 

○運営上の課題 

→テーマ型の委員会運営が可能になったことに伴い、テーマ設定、視察先選定、参考人

選定、報告書作成等に係る調査能力の向上が求められるとともに、事務量が増大して

いる。テーマに関する充実した調査・研究には、一定の委員会・視察等の開催日数が

必要となるが、常任委員会の活動や各種議員活動との兼ね合いで閉会中に日程を確保

することが困難となっている。 

○職員体制 

→議事課長、調整等担当課長、委員会等担当係長３、担当書記６(１委員会１書記) 

 政策調査課担当書記６(１委員会１書記) 

○他都市視察実施の有無 

→市会運営委員会の決定(平成２２年９月)に基づき、各委員会の判断により、予算の範

囲内で、会派別又は委員会統一行程で行政視察を実施している。予算は委員一人当た

り年間８万円であり、年１回、１泊２日で実施されることが多い。 

○特別委員会に関する申し合わせ 

→「市会運営委員会申し合わせ・確認事項」に、特別委員会についての項目が存在する。 

○参考人招致の手配、人選 

→テーマ型の特別委員会では、年間の調査・研究メニューの一つとして、第４回定例会

ごろに参考人を招致する例が多い。参考人の人選は当局の推薦か委員の推薦の例が多

い。参考人招致に際しては、案件名、日時、参考人、実施方法を示して委員会で決定

しており、スケジュールの都合上、参考人招致を決定するためだけの５分程度の委員

会を開催する例が多い。委員会の決定により、横浜市会委員会条例第２０条の規定に

基づき、議長宛て招致の実施を通知する。事務局が先方との連絡調整、依頼状、謝金

の支払い等の事務を行っている。 

○報告書作成、提言、要望行動など 

→報告書は、付議事件、調査研究テーマ、テーマ選定の理由、委員会活動の経緯(開催
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日、議題、当局説明内容、委員意見概要、参考人講演内容等)、まとめ等の項目で担当

書記が案を作成する。全委員に配付・確認を得た上で委員会で正副委員長案として提

示、最終委員会で確定し、議長に提出する。報告書は、第２回定例会初日の本会議で

全議員及び市長以下出席説明員に配付される。その後、議長から市長宛て送付される。

報告書のまとめの部分を委員会としての提言という体裁をとる場合がある。 

〔主な質疑応答〕 

○特別委員会の追加への対応 

→特別委員会が新たに追加された場合、既存の特別委員会の定数を変更し、議員全員が

必ずいずれかの特別委員会に所属するようにしている。

○本会議中の一般質問 

→本会議の期間中に１日、一般質問の日を設定しており、各会派代表がひとりずつ登壇

し、市長に対して質問する機会を設けている。 

○本会議中の代表質問 

→第一回定例会（予算議会）においてのみ、交渉会派に代表質疑の機会が与えられてい

る。他の定例会では特に代表質問の場面は設けていない。 

○議案・請願に対する質疑 

→議案上程日に質疑の機会を設けており、事前の議案書発送を受け通告の上、質疑をす

ることができる。 

○特別委員会の所要時間 

→初回の年間テーマ設定のときは２０分～３０分程度、２回目以降は１時間～３時間の

所要時間となることが多い。 

○大都市行財政制度特別委員会と常任委員会のすみ分け 

→特別委員会で取り扱う事項については、原則として常任委員会から切り離して考える

べきとの考え方から、税財政関係の報告等（青本・白本関係）については「大都市行

財政制度特別委員会」での取り扱いとなっており、関連する常任委員会での報告、説

明等は特に行っていない。

○基地対策特別委員会の要望書 

→例年、「基地対策特別委員会」内で要望書を取りまとめ、国に直接持参し提出してい

る。なお、当該要望書は慣例的に本会議における議決は経ていない。

○特別委員会の報告書の扱い 

→本会議場の全議席に配付され、市長への送付について議長が言及している。このこと

により、議会と市長側との紳士協定的な取り扱いとして道義的責任が生じるものと考

えられている。

○特別委員会が存在しない場合の弊害 

→常任委員会とは別の視点で最新の情報にふれ、現状の課題についての認識もふえ、１

年間提言の作成に向けた調査研究をするため、特別委員会が存在しない場合は、存在
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する場合と比較するとその分の知識・経験は大きく後退するものと思われる。 

○議員間討議の実施状況 

→説明者に対して、自身が抱いた疑問点を確認したり、対策を提案したりということが

ほとんどであり、議員間で討議する場面は多くはないが、疑問を解消しただけにとど

まらず、改善のための要望・意見等を必ず発言するようになっている。 

○報告書の作成方法 

→委員会の中で出た重要な発言は必ず盛り込み、取りまとめるよう配慮している。最終

的に意見がまとまらず、複数の意見が出た場合は、両論併記によりまとめている。

○意見書、決議案の取り扱い 

→申し合わせ・確認事項により、特別委員会における意見書や決議に関する議論は御遠

慮願いたい旨を説明し、常任委員会で取り上げていただくようお願いしている。

○特別委員会のメリット 

→常任委員会は所管局があらかじめ決められており、発生する案件に応じて受動的に対

応することが多くなるが、特別委員会では調査研究テーマの設定等により能動的に活

動することが可能であり、所管局を自由に選択して説明を聞くことができる等といっ

たメリットがあるものと思われる。

○参考人招致の謝金 

→「専門的な知見を有して国の審議会の委員等を務めるなど活動が全国的に認められる

者」が一時間当たり２万５，０００円、「学長、教授、企業代表者、局長」クラスの場

合は１万５，０００円、「准教授、助教授、企業や公官庁の部長」クラスの場合は１万

円を謝金として支払っている。

○特別委員会のランク 

→特にランクという意識はないが、第１順位で委員長ポストを取れる自民党は「大都市

行財政制度特別委員会」の委員長を取ることが多いなど、会派により状況が異なる。

また、常任委員会の委員長は３期以上の議員が務めることが多いが、特別委員会の委

員長は２期の議員が初めて就任することが多いような状況である。

○年間の調査研究テーマ 

→正副委員長と調整し、方向性を確認した上で事務局案として２案程度提示するのが通

例である。ただし、「基地対策特別委員会」などは年間の調査研究テーマを設定せず活

動することも多い。

○特別委員会の位置付け 

→議案や請願等の付託はせず、年間の調査研究テーマを設定し、これに関する視察や参

考人招致を行い、調査研究を実施し、案件に対する知見を深めるという、ある意味勉

強会の意味合いが強い位置付けであるが、正副委員長の意向によっては市内の案件を

重視し、主体的に実地調査を進めるような年度もある。

○特別委員会の報告書 

→任期が１年間であるため、年に一度、第２回定例会において中間報告を行っている。

調査が全て終了し特別委員会を廃止する際には、それまでの総括を盛り込んだ最終報

告を行っている。
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○横浜市会の議会改革 

→平成２６年２月に議会基本条例を制定するまでの２年間、調査特別委員会において議

会基本条例に盛り込むべき内容について議論してきた。その議論の内容を踏まえ、全

委員会及び本会議におけるインターネット中継などを実施してきた。

○横浜市会の常任委員会視察 

→年２回、委員全員構成で２泊３日の行程で、常任委員会の視察を行っている。予算は

１回当たり１２万円で、計２４万円である。 

○特別委員会の質疑通告 

→特別委員会では質疑通告は不要で、委員は自由に発言できる。 

○参考人の選定方法 

→委員長にイニシアチブをとっていただき、調査研究テーマに適った参考人を選定して

いただくことが多い。 

○大都市税財政制度特別委員会の要望行動等 

→７月頃に白本の説明があり、１１月頃に青本の説明と国への要望行動を行っているが、

特別委員会としては８月、９月、４月にそれぞれ関連する事務結果の報告等を行って

いる。

○指定都市都道府県調整会議の扱い 

→現時点では、指定都市都道府県調整会議について特別委員会で議論するといったよう

な話は出ていない。

○常任委員会の数 

→議会の会派構成をある程度反映でき、発言・議論する人数としても多すぎず、少なす

ぎない適切な人数が確保できるという理由から、伝統的に現在の８常任委員会で運営

している。なお、局の数は行政委員会を含めて２５である。 

○総合計画の扱い 

→総合計画を審査する専門の特別委員会を設置し、議決案件として付託し、審議を行っ

た。議会基本条例制定前までは全員協議会で議論していたが、条例制定後は特別委員

会に議決案件として付託し、各常任委員会に委嘱する形で審査を行い、最終的に特別

委員会で採決を実施した。 
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各会派提案内容の要旨 

検討項目 要旨 

委員会資料の事前配付

の検討（自民党） 

 現在は委員会当日まで資料が確認できないため、

当日に配付された資料の内容を短時間で確認し、課

題や指摘するべき事項を見つけ出し、議論しなけれ

ばならない。 

 事前に正副委員長は正副レクにおいて資料を確認

できる。この時点で他の委員も資料を確認できれば、

委員会当日までの間に資料を読み込むことで、より

効率的に要点を把握し、議論を深めることができる

ものと考える。 

委員会への資料提出の

あり方（民主みらい） 

 年度の変わり目の時期などにおいて、本来であれ

ば常任委員会を開催し報告しなければならないと思

われるレベルの事項であっても、資料配付による情

報提供しか行われないケースがある。この現状を改

善するため、資料提出の時期や委員会への報告のあ

り方について協議したい。 
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都市名
事前配
布

対象 配布の時期 根拠等 報道への情報公開時期

札幌市 有 委員長からの指示
基本は当日配付だが、１～３日前が多
い
※原局と協議する

無 委員会当日に公開

仙台市 有 全委員 ２日前 議運での協議結果 委員会当日に公開

まちづくり委員会の場合、全委
員（上記以外の委員会：なし）

概ね２～３日前
先例（道路現況写
真を配付）

予算委員会の場合、全委員 概ね２～３日前 委員会での決定

千葉市 無

横浜市 無

相模原市 無

正副委員長 前日正午まで

その他委員 前日正午まで

静岡市 無

正副委員長 事前説明（１～２日前）時

その他委員 事前説明（１～２日前）後

名古屋市 有 委員長のみ 委員会当日（開会前） 無 委員会当日に公開

京都市 有 全委員 原則２日前まで 無 委員会当日に公開

大阪市 有 全委員 概ね７日前 無 委員会前に公開されることもある

堺市 有 全委員 概ね７日前 無 委員会前に公開されることもある

全委員 ７日前

非交渉会派・無所属議員(所属委員
がいない場合)、各会派政務調査員

７日前

岡山市 有 全委員（希望する議員も含む） ２日前 無 委員会前に公開されることもある

広島市 有 全議員 ２日前 無 委員会当日に公開

北九州市 有 全委員 ７日前 無 委員会前に公開されることもある

正副委員長 事前説明（１週間～１０日前）時

その他委員 事前説明（１週間～１０日前）後

正副委員長 事前説明（本会議初日午後）時

希望する委員
※委員長の判断による

事前説明（本会議初日午後）後

川崎市 有 正副委員長 事前説明（概ね２～３日前）時 無 委員会当日に公開

委員会前に公開されることもある

委員会当日に公開

委員会開催前における委員会資料の取扱い

委員会当日に公開

さいたま市

新潟市 有 議運での協議結果

有

委員会当日に公開

浜松市 有 無

神戸市 有 無 委員会前に公開されることもある

熊本市 有 無

福岡市 有

委員会前に公開されることもある

無
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各常任委員会における情報提供の状況

04.06 「平成２７年度川崎市障害者優先調達推進方針」の情報提供について

04.09 一般競争入札案件の入札中止について

04.09 平成２７年度川崎市職員採用試験（大学卒程度、獣医師、薬剤師、保健師）の実施について

04.09 一般競争入札案件の入札中止について

04.14 「川崎臨海部の防災対策パンフレット」及び「津波避難施設マップ」の作成について

04.14 「第４回川崎市総合計画有識者会議」及び「第４回ラウンドテーブル」の開催等について

04.15 川崎市推計人口（平成２７年４月１日現在）の公表について

04.21 平成２７年度職員採用試験・選考の実施及び受験案内の配布について

04.21 平成２６年度政策課題研究報告書「メディアを活用した効果的な広報戦略」の発行について

04.27 「川崎市町丁別世帯数・人口」等の公表について（通知）

04.28 個人住民税の特別徴収推進に関するトレインチャンネルによる９都県市共同広報について

05.07 富士見中学校校舎増築その他工事に伴う地中埋設電線損傷について

05.07 バイオテック２０15出展について

05.13 「指定都市サミット　ｉｎ　京都」の結果概要について

03.22 平成２７年度第２回かわさき市民アンケート概要版及び平成２７年度かわさき市民アンケート報告書の発行について

03.22 国における「政府関係機関移転基本方針」について

03.22 「政策情報かわさき」第３４号の発行について

03.23 川崎市国土強靭化地域計画の策定（県内初）及び各種防災計画の修正等について

03.23 「川崎教育史第三輯通史編」の発刊について

03.23 ブランドメッセージの市民意見聴取の実施について

03.24 鉄道会社初のＣＯ２フリー水素エネルギー活用南武線武蔵溝ノ口駅における「エコステ」の推進について

03.25 川崎市役所第３庁舎におけるデマンドレスポンスの実証結果について

03.25 川崎御幸ビルにおけるデマンドレスポンスの実証結果について

03.25 川崎市立高等学校における平成２７年度入学者選抜に係る採点の誤りについて

03.28 川崎市スマートシティ推進方針の増補改訂について

03.29 川崎市国際施策推進プラン第１期実行プログラムについて

03.29 かわさきパラムーブメント推進ビジョンの策定について

03.29
川崎市工事請負契約に係る最低制限価格取扱要綱、運用指針及び川崎市建設工事低入札価格調査取扱要領の改正
について

03.29 浮島１期地区土地利用基本方針の策定について

03.29 川崎市協働・連携の基本方針について

03.29
平成２７年度政策課題研究報告書「１０年先、２０年先を見据えた『産業拠点を活かした持続的な成長戦略を目指して』」
の発行について

03.29 平成２８年度「川崎市都市ブランド推進事業」募集開始について

03.30 教職員の処分について

03.31 「川崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略案」に関する意見募集の実施結果について

03.31 避難勧告発令基準の改正等について

03.31 (仮称)川崎市中学校給食センターの整備に伴う埋設物調査の進捗について

04.11 慶應義塾大学殿町タウンキャンパスにおける研究・教育活動の推進に関する連携協定の締結について

04.12 武蔵小杉駅周辺地域エリア防災計画の策定について

04.13 「川崎市女性活躍推進特定事業主行動計画」の策定について

平成２７年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２７年５月２４日
　　（次年度臨時会前）

※市議会議員改選期

平成２８年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２８年４月１３日
（次年度委員会前）

総務

事件・事故 ２件 事業実施 １件計画・指針 １１件 情報提供 １１件

事件・事故 ２件 事業実施 ４件計画・指針 １件 情報提供 ６件

10



各常任委員会における情報提供の状況

04.01 「平成２７年度版川崎市中小企業支援施策ガイドブック」について（送付）

04.07 川崎市妊娠・出産包括支援事業の充実について

04.15 中学生死亡事件に係る第４回庁内対策会議の開催等について（お知らせ）

04.21 川崎競輪開設６０周年記念　桜花賞・海老澤清杯競輪の開催結果について

04.21 川崎市外国人市民意識実態調査報告書について（送付）

04.21 第４回中学生死亡事件に係る庁内対策会議の開催結果について

04.23 平成２７年４月１日現在の保育所等利用待機児童数について

04.28 第５回川崎市子どもの権利に関する実態・意識調査報告書（概要版）について（送付）

04.26 平成２８年度特別競輪「第１４回サマーナイトフェスティバル（ＧⅡ）」の開催決定について

04.30 川崎市社会的養護の推進に向けた基本方針の策定について

05.01 川崎市と東海旅客鉄道株式会社との協定に基づく調査について

05.16 川崎港における油流出事故への対応について

05.19 川崎市・株式会社ぐるなび　地域活性化連携協定の締結について

05.19 川崎プレミアム商品券の発行に係る市長記者会見資料について

05.19 第５回中学生死亡事件に係る庁内対策会議の開催結果について

05.20 川崎港における油流出事故への対応について

05.21 川崎港における油流出事故への対応について

03.23 中学生死亡事件に係る再発防止の取組状況報告書について平成２８年３月版として再度作成しました

03.23 「川崎市子ども・若者ビジョン」の策定に対する意見募集の結果について

03.23 平成３０年４月公立保育所民営化に伴う運営法人募集の実施について

03.24 第５期川崎市子どもの権利委員会の答申書について

03.25 横浜川崎国際港湾株式会社に対する川崎市出資の報道発表について（報告）

03.28 平成２８年度「川崎市中小企業融資制度の御案内」について

03.30 川崎プレミアム商品券の実施結果について（送付）

04.01 （仮称）川崎市中部学校給食センターの整備に伴う埋設物調査の進捗について

04.05 「『認知症の人の社会共生と課題解決』のための学生による国際交流・共同研究プロジェクト」の資料について

04.08 教員免許状の失効による失職について

04.11
防犯灯LED化ESCO事業についての町内会・自治会等説明会の開催及び、防犯カメラ設置事業についてのアンケートに
ついて

平成２７年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２７年５月２４日
　　（次年度臨時会前）

※市議会議員改選期

平成２８年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２８年４月１３日
（次年度委員会前）

文教（市民）

事件・事故 ３件 事業実施 ２件計画・指針 １件 情報提供 １１件

事件・事故 １件 事業実施 １件計画・指針 ０件 情報提供 ９件
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各常任委員会における情報提供の状況

03.23 消防職員の懲戒処分について

03.28 食中毒の発生について

03.30 「市立川崎病院におけるスマート化の基本方針」の策定について（送付）

03.31 病院等開設等事前協議の結果について

04.06 「平成２７年度川崎市障害者優先調達推進方針」の情報提供について

04.09 人と動物にやさしい最幸のまちかわさきの推進に向けた取組について

04.16 聖マリアンナ医科大学病院に関連する精神保健指定医取消処分に係る本市の対応について

04.24 大規模改修工事に伴うかわさき北部斎苑休苑について

04.28 「ホームレスの実態に関する全国調査（平成２７年１月）」の結果について

05.08 川崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正に向けたパブリックコメントの実施について

05.18 川崎区日進町　火災概要

05.18 東京圏国家戦略特別区域計画に基づく「川崎南部病院」の病床増床許可について

05.19 宿泊施設に対する合同特別立入検査の実施について

05.22 簡易宿所に対する特別立入検査実施結果及び庁内会議の設置について

03.24
川崎市と住友生命保険相互会社とのがん啓発・がん検診の受診率向上及び健康づくりにかかる包括的連携に関する協
定について

03.24 「第２期障害者通所事業所整備計画」について

03.24 障害者施設の運営状況等に係る監査法人からの最終報告書について

03.28 消防職員の懲戒処分について

03.30 病院等開設等事前協議の結果について

04.04 川崎市地域包括ケアシステム推進キックオフ会議の開催および地域みまもり支援センターの手引きの配布について

04.04 川崎市（動物愛護基金）への寄附授与について

04.05 食中毒の発生について

04.05 「平成２８年度川崎市障害者優先調達推進方針」の情報提供について

04.05 「『認知症の人の社会共生と課題解決』のための学生による国際交流・共同研究プロジェクト」の資料について

04.09 「デイサービスえいわん菅北浦」における火災の発生について（報告）

04.12 通所介護施設に対する特別立入検査の実施について

04.13 休日譲渡会の開催について

平成２７年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２７年５月２４日
　　（次年度臨時会前）

※市議会議員改選期

平成２８年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２８年４月１３日
（次年度委員会前）

健康福祉

事件・事故 ３件 事業実施 ２件計画・指針 ３件 情報提供 ６件

事件・事故 ３件 事業実施 ３件計画・指針 ３件 情報提供 ４件
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各常任委員会における情報提供の状況

04.02 日本医科大学地区の今後の取組みの方向性について

04.07 川崎駅周辺での自転車利用に関する啓発活動の実施について

04.08 不祥事再発防止策検討結果報告書（中間報告）について

04.16 川崎高等学校及び附属中学校等屋外附帯工事における照明塔設置に係る事故について

04.20 土木工事積算基準等の一部改正について

04.20 幸町小学校防災備蓄倉庫新築工事に伴う水道管損傷について（第一報）

04.24 川崎駅北口自由通路西側デッキ（ラゾーナ施行範囲）の工事着手について（お知らせ）

04.30 南武線駅アクセス向上等整備事業（津田山駅）の取組状況について（報告）

04.30 幸町小学校防災備蓄倉庫新築工事に伴う水道管損傷について

05.01 富士見中学校校舎増築その他工事に伴う地中埋設電線損傷について（第一報）

05.07 富士見中学校校舎増築その他工事に伴う地中埋設電線損傷について（第二報）

05.12 エスカレーター利用者のマナーアップキャンペーンの実施について

05.15
川崎都市計画道路の変更（1.4.1 横浜羽田空港線の変更）に関する都市計画素案説明会及び公聴会の開催について
（情報提供）

05.15 道路改良工事に伴うＮＴＴの架空線損傷事故について

05.22 簡易宿所に対する特別立入検査実施結果及び庁内会議の設置について

03.22 「大規模盛土造成地マップの更新」等について（報告）

03.22
横断歩道橋（連絡通路）へのネーミングライツパートナーの募集及び道路空間を活用したイベントに伴う道路占用ガイド
ラインについて

03.24 「川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱」の改正について

03.24 川崎市耐震改修促進計画の改定について

03.25 東海道線川崎駅ホーム拡幅工事の実施について

03.29 （仮称）等々力大橋の整備事業について

03.29 密集市街地の改善に向けた新たな重点対策地区の選定と取組方針の策定・公表について

03.29 川崎駅周辺総合整備計画の改定について

03.29 川崎駅南武線ホーム発車メロディとして川崎市歌を導入します

03.29 エスカレーター利用者のマナー啓発表示の設置について

03.30 建築基準法第４３条第１項ただし書の規定に基づく許可の基準の改正をします

03.30 定期報告制度（川崎市建築基準法施行細則）の改正に係る意見募集の実施について

03.30 「一団地及び連担建築物設計制度の認定基準」を改正します

04.05 所管事務報告｢住まいの耐震化のススメ｣の発行について

04.08 所管事務報告 第２０回「東京圏における今後の都市鉄道のあり方」についての答申（案）について

まちづくり

平成２７年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２７年５月２４日
　　（次年度臨時会前）

※市議会議員改選期

平成２８年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２８年４月１３日
（次年度委員会前）

事件・事故 ６件 事業実施 ３件計画・指針 １件 情報提供 ５件

事件・事故 ０件 事業実施 ２件計画・指針 ４件 情報提供 ９件
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各常任委員会における情報提供の状況

03.24 ４月１日からの塩浜営業所所管路線のダイヤ改正及び新川崎交通広場の共用開始に伴う系統新設について

03.27 平成２７年度水質検査計画について（報告）

03.27 広域水質管理センターの設立について（報告）

04.02 多摩区生田４丁目付近濁水発生について（報告）

04.14 生田浄水場付近における自動販売機設置要望に係る対応について

04.16 一般競争入札案件の広告の取消しについて（報告）

04.28 王禅寺余熱利用市民施設（ヨネッティー王禅寺）の大規模改修工事に伴う長期休館の説明会について

04.28 産学公民連携による共同事業の募集について（お知らせ）

04.30 道路交通法違反等を含む不適切な運行事案について（報告）

04.30 ㈱吉孝土建及び真成開発㈱による審決取消請求上告事件について（報告）

05.08 宅配便を活用した小型家電回収に係る民間事業者との協定の締結について（お知らせ）

05.12
「“川崎らしい”エネルギーの取組の推進に向けて－川崎市エネルギー取組方針－(案)」に対するパブリックコメントの実
施結果に係る議員配布について

05.12 平成27年度「川崎市上下水道局業務改善・研究発表会(水道部門)」の開催について(報告)

05.12 災害時を想定した耐震化ルートによる配水管の確保と応急給水栓開設訓練の実施について(報告)

05.19 第57回水道週間「かわさきみずみずフェア」の実施等について（報告）

05.22 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則の改正について

03.22 市バス新・家族１日乗車券、コラボオリジナルグッズの発売について

03.28 職員の処分について

03.28 職員の処分について

03.29 川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定について

03.29 第６次川崎市産業廃棄物処理指導計画の策定について

03.29 川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定について

04.02 多摩区生田４丁目付近濁水発生について（報告）

04.08 ギャラリーバス車両の増車について（報告）

04.12 大気環境測定結果（二酸化窒素）の環境基準達成の速報について

平成２７年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２７年５月２４日
　　（次年度臨時会前）

※市議会議員改選期

平成２８年３月１９日
（議会閉会後）

～
平成２８年４月１３日
（次年度委員会前）

環境

事件・事故 ４件 事業実施 ５件計画・指針 ２件 情報提供 ５件

事件・事故 ３件 事業実施 １件計画・指針 ３件 情報提供 ２件
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